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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第84期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号）を適用してお

ります。 

  

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 52,843 53,871 60,633 104,367 106,161

経常利益 (百万円) 4,005 3,082 5,469 11,429 11,062

中間純利益 
又は中間(当期) 
純損失（△） 

(百万円) △10,760 1,775 △4,308 △10,773 △3,935

純資産額 (百万円) 45,640 48,966 41,695 47,355 45,692

総資産額 (百万円) 149,206 165,071 182,292 170,490 193,175

１株当たり純資産額 (円) 122.55 130.64 108.34 127.20 118.27

１株当たり中間 
純利益又は中間(当期) 
純損失（△） 

(円) △28.89 4.76 △11.20 △28.93 △10.54

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.6 29.5 22.9 27.8 23.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 10,279 7,832 △3,033 8,265 6,253

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,064 △2,005 △576 △5,007 △2,343

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,705 △2,345 △4,167 4,871 14,626

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 19,461 26,979 34,569 23,404 42,249

従業員数 (人) 1,917 1,891 1,870 1,882 1,851



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第84期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号）を適用してお

ります。 

  

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 32,557 34,657 39,507 78,747 82,334

経常利益 (百万円) 2,303 2,111 4,470 8,877 9,390

中間純利益 
又は中間(当期) 
純損失（△） 

(百万円) △11,863 1,189 △3,717 △15,423 △5,116

資本金 (百万円) 42,028 42,028 42,028 42,028 42,028

発行済株式総数 (千株) 384,360 384,360 387,839 384,360 384,360

純資産額 (百万円) 47,941 45,699 37,589 45,151 40,827

総資産額 (百万円) 135,531 146,411 160,397 152,294 171,375

１株当たり純資産額 (円) 128.71 122.74 96.98 121.25 106.25

１株当たり中間 
純利益又は中間(当期) 
純損失（△） 

(円) △31.84 3.19 △9.61 △41.40 △13.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.4 31.2 23.4 29.6 23.8

従業員数 (人) 1,060 1,031 1,074 1,023 1,056



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、当社の連結子会社であった石原不動産株式会社は、平成19年５月１日をもって当社

と合併しております。 

なお、当社の連結子会社である石原物流サービス株式会社は、平成19年10月１日をもって当社と合併しておりま

す。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、全社(共通)には、特定のセグメントに区分できない本社の管理部門等に所属する従業員を記載

しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、出向社員、執行役員及び嘱託等は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

無機化学事業 1,103 

有機化学事業 516 

その他の事業 156 

全社(共通) 95 

合計 1,870 

従業員数(人) 1,074 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、米国では、サブプライムローンの問題により景気の減速傾向が顕著となりま
した。アジアでは、中国において旺盛な投資を主因とした内需の高まりや依然高水準にある輸出により高成長を維
持するなど全体として拡大基調が続きました。また、欧州ではユーロ高により輸出が鈍化しつつも域内の雇用情勢
改善を背景に景気は底堅く推移しました。 
国内経済は、企業収益の改善や堅調な設備投資などの民間需要に支えられて緩やかながら回復基調が続きまし

た。このような状況下、当社グループは「第三次中期経営計画」の基本方針に基づいて事業運営を推進いたしまし
た。 
  
当中間連結会計期間の業績の内、無機化学事業の酸化チタンは海外向け販売を中心に売上高が増加しましたが原

材料価格の上昇などコストアップを余儀なくされ、機能材料・電子材料事業も売上高が増加する一方利益は伸び悩
んだため、無機化学事業は増収減益となりました。有機化学事業については、主力である農薬の自社開発剤の拡販
に努め、特に欧州向け殺菌剤を中心とした海外向け販売の増加やユーロ高により大幅な増収増益となりました。 
営業外収支は、有利子負債の増加による支払利息の増加などにより、前年同期より悪化いたしました。 
この結果、当中間連結会計期間の売上高は606億円（前年同期比67億円増）、営業利益は66億円（前年同期比23億

円増）、経常利益は54億円（前年同期比23億円増）と事業利益段階では増収増益を果たしましたが、フェロシルト
回収損失引当金繰入額87億円等を特別損失に計上しました結果、43億円の中間純損失（前年同期比60億円の利益
減）となりました。 
度重なる損失の追加により、株主、取引先の皆様をはじめ関係者各位には大変ご心配をおかけしており誠に申し

訳なく存じますが、今回の追加引当により、本問題も費用手当の面では漸く最終段階に達したものと判断しており
ます。 

     

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  

(無機化学事業) 
酸化チタン事業では、当社の主要なマーケットであるアジア市場を中心に海外販売が拡大したことを主因に売上

高が増加しました。 

また、機能材料・電子材料の販売は、脱硝触媒用の酸化チタンや電子部品向けのチタン酸バリウムの販売が拡大
したことなどから順調に推移しました。 

引き続きコストダウンや販売価格の是正に努めましたが、エネルギーコストや原料鉱石、副原料価格が大幅に上
昇したことなどによるコストが収益を圧迫し、減益となりました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は289億円（前年同期比９億円増）、営業利益は18億円（前年同期比２億
円減）となりました。 

  
  

(有機化学事業) 
農薬事業は、海外において、欧州での異常気象（長雨、低温）による殺菌剤の需要が旺盛であったことに加え新

規自社開発殺虫剤の投入効果やユーロ高もあり販売は大幅に増加し、米州やアジアにおいても概ね順調に推移しま
した。一方、国内においては他社開発剤の販売が減少したことなどから若干売上が減少しました。 
この結果、当中間連結会計期間の売上高は267億円（前年同期比39億円増）、営業利益は58億円（前年同期比23億

円増）となりました。 
  

  
(その他の事業) 

   その他の事業は国内子会社の建設業や商社業が中心であり、当中間連結会計期間の売上高は48億円（前年同期比
18億円増）、営業利益は４億円（前年同期並み）となりました。 

  
  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  
(日本地域) 
無機化学事業は、酸化チタンの主要なマーケットであるアジア市場を中心に輸出が好調に推移し売上高は増加し

ましたが、原料及び副原料の価格高騰などコストアップを余儀なくされたため利益は減少しました。有機化学事業
は、他社開発剤の国内販売が減少しましたが、主力販売地域である欧州での殺菌剤の需要増加、新規自社開発殺虫
剤の投入効果やユーロ高の影響もあり、利益は増加しました。 
 この結果、その他の事業を含めて売上高は348億円（前年同期比40億円増）、営業利益は68億円（前年同期比19億
円増）となりました。 

  
(アジア地域) 
当地域においては、シンガポールと台湾に酸化チタンの生産拠点を置き、当地域での販売に注力しております。

酸化チタンは、販売価格の改善に取り組みつつ拡販に努めましたが、米ドルに対する現地通貨高の影響や原料価格
の上昇などにより、売上高は52億円（前年同期比４億円増）、営業利益160百万円（前年同期並み）となりました。

  
(米州地域) 
当地域には無機化学を中心とする販売拠点と当社開発農薬の米州における登録及び市場開発を中心とする登録・

開発拠点を置き、販売及び当社農薬の市場開発等に注力しております。当地域においては、連結子会社ISK 
MAGNETICS, INC.が平成18年７月末に磁性酸化鉄事業を売却したことなどにより、売上高22億円（前年同期比11億円
減）、営業利益24百万円（前年同期並み）となりました。 

  
(欧州地域) 
当地域には当社農薬の欧州地域における開発・登録を含む販売総括拠点を置き、当社農薬の販売に注力しており

ます。当地域での販売は殺菌剤及び殺虫剤の売上が伸長しました。売上高は182億円（前年同期比34億円増）、営業
利益は６億円（前年同期比２億円増）となりました。 
  

  
(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローが
30億円の支出となり、また長期借入金の返済など財務活動によるキャッシュ・フローが41億円の支出となるなど、
前連結会計年度末に比べ76億円減少し、当中間連結会計期間末の残高は345億円となりました。 

  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
営業活動によるキャッシュ・フローは、フェロシルトの回収損失引当金の増減差が18億円、殺菌剤など自社開発

剤の販売が好調であったため売上債権が増加し12億円の収入にとどまりました。また、仕入債務の減少による24億
円の資金減、その他流動負債の減少による23億円の資金減などにより、30億円の支出（前年同期比108億円支出増）
となりました。 
  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出を主因として５億円の支出（前年同期比14億

円支出減）となりました。 
  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による12億円の資金調達に対し、長期借入金を53億円返済した

ことなどにより41億円の資金の減少（前年同期比18億円支出増）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの生産実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は販売価格により算出しております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当グループは、主として見込み生産を行っております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

  
  

事業の種類別セグメントの名称及び主な品目 金額(百万円) 前年同期比(％) 

無機化学事業 29,722 6.7 

酸化チタン・機能材料、電子材料 29,052 9.4 

その他化成品 669 △48.3 

有機化学事業 15,325 12.5 

農薬(除草剤、殺虫剤、殺菌剤等) 14,452 7.2 

有機中間体、医薬 873 547.7 

合計 45,048 8.6 

事業の種類別セグメントの名称及び主な品目 金額(百万円) 前年同期比(％) 

無機化学事業 28,990 3.3 

酸化チタン・機能材料、電子材料 27,809 5.6 

その他化成品 1,181 △31.2 

有機化学事業 26,755 17.3 

農薬(除草剤、殺虫剤、殺菌剤等) 26,562 17.1 

有機中間体、医薬 193 56.3 

その他の事業 4,887 63.4 

合計 60,633 12.6 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

三井物産株式会社 7,663 14.2 8,658 14.3



３ 【対処すべき課題】 

(1)フェロシルト問題 

フェロシルト問題につきまして、株主の皆さま、取引先の皆さまをはじめ関係各位には、ご迷惑とご心配をお

かけしておりますことを深くお詫び申し上げます。 

当社は、酸化チタンの国際競争力強化策の一環として、硫酸法酸化チタン製造工程から発生する使用済み硫酸

を再生利用した土壌埋戻材フェロシルトを開発し、販売を行ってきましたが、埋設地から基準値を上回る重金属

等が検出されました。その原因究明の過程において、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に違反したとして、愛

知県、岐阜県、京都府、岐阜市から同法に基づく措置命令（埋設されたフェロシルトの全量撤去）を受けまし

た。当社は、フェロシルトの早期回収に全力で取り組み、平成19年11月末現在で埋設地区43箇所の内、31箇所の

回収を完了し、残る12箇所についても鋭意調査及び回収工事を進めております。 

また、平成18年11月、同法違反により元取締役らが起訴され、同時に当社も同法の両罰規定の適用を受け起訴

されましたが、平成19年６月津地方裁判所において、当社は罰金50百万円に処すとの判決を受けました。当社は

フェロシルト問題を早期に解決するため、本判決の控訴をしないことと致しました。 

  

一方、平成19年９月、当社四日市工場の有機中間体の合成過程で副生した有機物残渣を含む産業廃棄物が平成

16年に愛知県瀬戸市に不法投棄されていたこと、及び、この情報を入手しておりながら２年間放置していたこと

などの事実が判明しました。当社は、取締役など７名を社内処分するとともに、不法投棄を主導した元取締役と

これに関与した業者２名を刑事告発しました。 

また、平成19年10月には、この問題についての徹底した原因調査分析、確実な再発防止策、今後を見据えた社

内体制の再構築、厳正な処分を実施するため、社外の弁護士による第三者調査委員会を設置しました。 

有機物残渣を含む産業廃棄物の不法投棄問題に関し、当社は、平成19年11月に愛知県から廃棄物の処理及び清

掃に関する法律違反の容疑で刑事告発を受け、同時に当該地区（愛知県瀬戸市）からの当該産業廃棄物の全量撤

去を命じる措置命令を受けております。 

  

当社は企業理念の原点に立ち返り、グループ一丸となって、高いレベルでの企業の社会的責任を全うするため

コンプライアンスの徹底、ガバナンスの強化など企業の基本となる取り組みを確実に実践し「コンプライアンス

経営に徹する企業」に生まれ変わることで、社会からの信頼を取り戻すべく全力で取り組む所存です。 

  

(2)第三次中期経営計画の推進 

当社グループは、平成18年度より「復興と成長への挑戦」をキーワードとした「第三次中期経営計画」をスタ

ートし、企業体質の改革と各事業の成長戦略を推進しております。 

先ずフェロシルト問題に鑑み、フェロシルトの早期回収に全力を尽くして取り組むとともに、今後二度と不祥

事を起こさないよう社内のコンプライアンス体制を真に確立し、社会の信頼と企業価値の回復を図ることを最重

点課題として取り組みます。 

各事業については、研究開発と生産に主体を置いたメーカーとしての成長を目指し、よりアクティブな企業活

動、攻めの経営を遂行し、企業価値の持続的な向上を実現してまいります。 

なお、経営目標及び事業戦略などに変更はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、社会、生命、環境に貢献することを基本理念として、無機化学及び有機化学の分野において新製

品の開発から生産技術の向上に至るまで、積極的かつ重点的に活動を行っております。 

また、無機、有機の区分を超えた新技術開発により、２１世紀に期待されるＩＴ、バイオ、ナノ、環境、エネルギ

ー、食料等広範囲にテーマを探索し、新たな事業に繋がる研究開発にも取り組んでおります。 

無機化学事業（酸化チタン、機能材料等）は、四日市の顔料商品開発室、機能材料商品開発室、並びに新規材料開

発室（四日市、草津）、有機化学事業（農薬、医薬等）は草津の中央研究所において推進しております。 

また、富士チタン工業（株）では、酸化チタン、電子材料両事業部の技術開発部（神戸、平塚、日向）にて研究開

発活動を行っており、主力製品である酸化チタン、チタン酸バリウムから派生する種々の化学関連品を研究対象とし

ております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、3,400百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発は、以下のとおりであります。 

  

(無機化学事業) 

酸化チタン顔料については、国内で唯一塩素法及び硫酸法の２つの製造法を有する強みを活かし、世界トップレ

ベルの品質確保とコスト削減のための技術改良に集中し、塗料、インキ、プラスチック分野向けには、市場ニーズ

に対応した特色あるニッチ対応型の銘柄開発を重点的に推進しております。また、将来の需要拡大に対する供給責

任を果たし、酸化チタンの生産技術の向上を図るため、自社技術開発を進めております。 

機能材料については、次世代のコア事業を目指し、新規分野の開拓及び酸化チタン応用製品の一層のスペシャリ

ティー化に注力しております。特に、可視光応答型の光触媒酸化チタン、微細配線や装飾用途の金属ナノ粒子、二

次電池・キャパシタ用の電極材料、薄片状酸化チタン・ナノシートなど、独自技術によるユニークな製品開発を推

進しております。 

なお、当事業における研究開発費は811百万円となりました。 

  

(有機化学事業) 

農薬については、主力２剤（トウモロコシ用除草剤、広スペクトラム殺菌剤）が特許切れとなり、市場ではジェ

ネリックの台頭を迎えつつありますが、米国で当該トウモロコシ用除草剤を平成20年度に上市させる等の市場拡大

のほか、各種ジェネリック対抗策を具体化させ、その実効目処を得つつあります。殺線虫剤は、国内の好調を受け

て、欧州でも順次登録拡大され、市場規模も拡大しております。更に米州での登録拡大を図ると共に、中国での拡

販を進め、販売は拡大しつつあります。卵菌類病害対象殺菌剤や新規アブラムシ類殺虫剤は、市場評価が極めて高

く、主力２剤に加わり、登録国の拡大に合わせて、業績に寄与してきています。今後、新規アブラムシ類殺虫剤の

登録国・適用拡大により、更なる伸張が期待されています。 



本格開発２年目の新規うどんこ病殺菌剤の開発は順調に推移し、平成21年度半ばの登録申請が予定されていま

す。その他、菌核・灰色かび病殺菌剤、鱗翅類殺虫剤やトウモロコシ用除草剤などの新規剤の本格開発移行が近く

予定されています。更に、国内の食の安全・安心指向に沿い、天然物殺虫剤、微生物殺菌剤、天敵昆虫類及び接触

型忌避剤等の人畜・環境に安全な製品群の開発に注力し、それら製品と安全性に優れた化学農薬群を組合せて普及

していくビジネスモデルを準備しています。近未来の植物防疫の姿を見据え、従来の化学農薬の市場化コンセプ

ト・分野とは異なるＩＰＭ農業の場面でも、当社製品の普及拡大を目指しています。 

医薬については、当社保有技術を活かした医薬原末の受託製造を実施しており、更なる受託拡大に向けた取り組

みも行っております。また、自社開発剤では急性膵炎以外の新たな用途開発と新規抗癌剤の開発を推進中でありま

す。更に新規剤の探索研究や医薬以外に医療材料の研究も進めております。 

また、バイオ研究者向けの研究用試薬GenomONEシリーズ（遺伝子機能解析用ＨＶＪ－Ｅベクターキット及び細胞

融合用ＨＶＪ－Ｅキット）の国内及び海外市場における拡販に向け注力しております。更に、バイオテクノロジー

関連技術を駆使し、市場ニーズに応える新たな商品の研究開発を推進しております。 

当事業における研究開発費は2,588百万円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)石原不動産株式会社との合併に伴う新株発行による増加であります。なお、合併比率は石原不動産株式会社の株式１株に対し当

社の株式3.55株を割当てております。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月12日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容 

普通株式 387,839,431 387,839,431
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部 

― 

計 387,839,431 387,839,431 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年５月１日 
（注） 

3,479 387,839 ― 42,028 ― 7,763



(5) 【大株主の状況】 
平成19年９月30日現在 

(注)   ノムラ シンガポール リミテッド アカント ノミニー エフジェー２０５の所有株式数のうち、10,000千株（発行済

株式総数に対する所有割合2.58％）は、United Phosphorus Limitedが所有しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 54,744 14.12

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
（常任代理人） 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB, U.K 
  
  
  
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

15,306 3.95

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 14,198 3.66

ノムラ シンガポール リミテ
ッド アカント ノミニー エ
フジェー２０５ 
（常任代理人） 
野村證券株式会社 

6  BATTERY ROAD #39-01 STANDARD
CHARTERED BANK BLDG. SINGAPORE 
0104 
  
東京都中央区日本橋１丁目９番１号 

10,023 2.58

モルガン スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人） 
モルガン・スタンレー証券株式
会社 

1585  BROADWAY  NEW  YORK.  NEW  YORK  
10036, U.S.A. 
  
東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

8,821 2.27

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,874 2.03

ゴールドマン サックス イン
ターナショナル 
（常任代理人） 
ゴールドマン・サックス証券株
式会社 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,  
U.K 
  
東京都港区六本木６丁目１０番１号 
六本木ヒルズ森タワー 

6,312 1.63

シティバンク ロンドン グロ
ーバル ウインドースコテッシ
ュ イクイタブル 
（常任代理人） 
シテイバンク銀行株式会社 

EDINBURGH PARK EDINBURGH EH12 9SE  
SCOTLAND U.K 
  
  
東京都品川区東品川２丁目３番１４号 

5,308 1.37

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５番１号 5,263 1.36

ザ・チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント 
(常任代理人) 
株式会社みずほコーポレート銀
行 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
  
  
  
東京都中央区日本橋兜町６番７号 
  

5,153 1.33

計 ― 133,003 34.29



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義株式が34,000株(議決権34個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式898株及び相互保有株式250株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成19年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権３個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 253,000

― ― 

  
(相互保有株式) 
普通株式 3,035,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 379,448,000 379,448 ― 

単元未満株式 普通株式 5,103,431 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 387,839,431 ― ― 

総株主の議決権 ― 379,448 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
石原産業株式会社 

大阪市西区江戸堀 
１－３－15 

253,000 ― 253,000 0.07

(相互保有株式) 
石原テクノ株式会社 

大阪市西区江戸堀 
１－４－33 

3,035,000 ― 3,035,000 0.78

計 ― 3,288,000 ― 3,288,000 0.85

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 234 238 264 226 239 239

低(円) 201 200 208 203 197 143



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりであります。 

(1) 退任役員 

  

(2) 役員の異動 

  

役名 職名 氏名 退任年月日 

代表取締役 

取締役副社長 

執行役員兼務 

コンプライアンス 

統括役員（CCO） 

社長補佐 

兼内部監査室長 

兼法務本部長 

林  英 樹 平成19年９月20日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 

取締役社長 

コンプライアン

ス 統 括 役 員

（CCO） 

兼事業戦略室長 

  

代表取締役 

取締役社長 

  

兼開発企画研究

本部長 

兼事業戦略室長 

織田健造 平成19年９月

21日 

常務取締役 

執行役員兼務 

事業戦略室副室

長 

兼法務本部長 

常務取締役 

執行役員兼務 

事業戦略室副室

長 

  

後藤芳孝 平成19年９月

21日 

常務取締役 

執行役員兼務 

総務本部長 常務取締役 

執行役員兼務 

財務本部長 高橋良暢 平成19年９月

21日 

取締役 

執行役員兼務 

特命担当 常務取締役 

執行役員兼務 

総務本部長 

兼秘書役 

太田治男 平成19年９月

21日 

取締役 

執行役員兼務 

特命担当 常務取締役 

執行役員兼務 

経営企画管理本

部長 

炭野泰男 平成19年９月

21日 

取締役 

執行役員兼務 

財務本部長 取締役 

執行役員兼務 

財務本部副本部

長 

寺川佳成 平成19年９月

21日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※2   27,080 34,589   42,349 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※6   24,411 31,616   32,375 

３ 棚卸資産     27,887 30,397   30,526 

４ 繰延税金資産     10,406 8,188   8,233 

５ その他     4,460 2,869   2,801 

６ 貸倒引当金     △425 △380   △424 

流動資産合計     93,820 56.8 107,281 58.9   115,861 60.0

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※1,2         

１ 建物及び 
  構築物 

  21,151   20,520 20,677   

２ 機械装置及び 
  運搬具 

  23,362   23,647 23,309   

３ 土地   6,432   6,439 6,430   

４ その他   2,737 53,684 1,984 52,592 3,880 54,298 

(2) 無形固定資産           

１ のれん   602   535 633   

２ その他   185 788 164 700 176 810 

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券   10,117   7,649 7,942   

２ 繰延税金資産   ―   13,036 13,210   

３ その他   6,760   1,104 1,154   

４ 貸倒引当金   △100 16,778 △73 21,717 △101 22,206 

固定資産合計     71,251 43.2 75,010 41.1   77,314 40.0

資産合計     165,071 100.0 182,292 100.0   193,175 100.0

            



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び 

  買掛金 
※6   16,804     17,247     19,361  

２ 短期借入金 ※2   33,620     39,657     39,244  

３ 賞与引当金     612     578     582  

４ 定期修繕引当金     181     135     61  

５ フェロシルト 

  回収損失引当金 
    21,668     16,770     16,591  

６ その他     9,977     10,594     12,885  

流動負債合計     82,866 50.2   84,982 46.6   88,727 45.9

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※2   23,596     28,512     33,043  

２ 退職給付引当金     6,552     6,689     6,696  

３ 役員退職慰労 

  引当金 
    317     93     371  

４ フェロシルト 

  回収損失引当金 
    ―     16,911     15,266  

５ その他 ※2   2,772     3,407     3,377  

固定負債合計     33,239 20.1   55,613 30.5   58,755 30.4

負債合計     116,105 70.3   140,596 77.1   147,483 76.3

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     42,028 25.5   42,028 23.0   42,028 21.8

２ 資本剰余金     8,594 5.2   9,231 5.1   8,594 4.4

３ 利益剰余金     △795 △0.5   △11,623 △6.4   △7,314 △3.7

４ 自己株式     △2,819 △1.7   △621 △0.3   △32 △0.0

株主資本合計     47,007 28.5   39,015 21.4   43,275 22.5

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 

評価差額金 
    2,511 1.5   1,771 1.0   1,973 1.0

２ 繰延ヘッジ損益     △4 △0.0   0 0.0   3 0.0

３ 為替換算 

調整勘定 
    △872 △0.5   874 0.5   192 0.1

評価・換算 

差額等合計 
    1,634 1.0   2,646 1.5   2,168 1.1

Ⅲ 少数株主持分     324 0.2   32 0.0   248 0.1

純資産合計     48,966 29.7   41,695 22.9   45,692 23.7

負債純資産 

合計 
    165,071 100.0   182,292 100.0   193,175 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     53,871 100.0 60,633 100.0   106,161 100.0

Ⅱ 売上原価     39,982 74.2 43,818 72.3   72,649 68.4

売上総利益     13,888 25.8 16,815 27.7   33,511 31.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※1   9,561 17.8 10,153 16.7   20,800 19.6

営業利益     4,326 8.0 6,662 11.0   12,711 12.0

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   59   103 163   

２ 受取配当金   74   43 127   
３ 持分法による 
  投資利益 

  ―   ― 251   

４ 為替差益   58   69 274   

５ その他   87 279 0.5 151 368 0.6 209 1,026 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   604   1,004 1,280   

２ 退職給付費用   216   215 433   

３ 棚卸資産整理損   156   8 274   
４ 持分法による 
  投資損失 

  220   26 ―   

５ その他   325 1,524 2.8 307 1,562 2.6 686 2,675 2.5

経常利益     3,082 5.7 5,469 9.0   11,062 10.4

Ⅵ 特別利益           

１ 前期損益修正益 ※2 13   73 0   
２ 投資有価証券 
  売却益 

  191   4 2,197   

 ３ その他   27 231 0.4 22 100 0.2 281 2,479 2.3

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※3 65   223 268   

２ 減損損失 ※4 ―   ― 1,006   
３ 投資有価証券 
  評価損 

  0   ― 47   

４ 子会社整理損   157   ― ―   
５ フェロシルト回収 
  損失引当金繰入額 

  ―   8,739 18,907   

６ その他   6 230 0.4 79 9,042 14.9 124 20,354 19.1

税金等調整前中間 
純利益又は税金等 
調 整 前 中 間（当
期）純損失（△） 

    3,083 5.7 △3,472 △5.7   △6,812 △6.4

法人税、住民税 
及び事業税 

※5 405   499 971   

法人税等調整額   902 1,307 2.4 335 835 1.4 △3,899 △2,927 △2.7

少数株主利益又は
損失（△） 

    1 0.0 △0 △0.0   50 0.0

中間純利益又は 
中間（当期）純損
失（△） 

    1,775 3.3 △4,308 △7.1   △3,935 △3.7

            



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 42,028 8,594 △2,564 △2,829 45,229 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純利益     1,775   1,775 

 自己株式の取得       △12 △12 

 自己株式の処分   △0 △6 22 15 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △0 1,768 9 1,778 

平成18年９月30日残高(百万円) 42,028 8,594 △795 △2,819 47,007 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,188 ― △1,061 2,126 324 47,679 

中間連結会計期間中の変動額             

 中間純利益           1,775 

 自己株式の取得           △12 

 自己株式の処分           15 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △677 △4 189 △492 0 △491 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △677 △4 189 △492 0 1,286 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,511 △4 △872 1,634 324 48,966 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 42,028 8,594 △7,314 △32 43,275 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純利益     △4,308   △4,308 

 自己株式の取得       △26 △26 

 自己株式の処分     △0 0 0 

 合併による変動   637   △563 73 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 637 △4,308 △588 △4,259 

平成19年９月30日残高(百万円) 42,028 9,231 △11,623 △621 39,015 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,973 3 192 2,168 248 45,692 

中間連結会計期間中の変動額             

 中間純利益           △4,308 

 自己株式の取得           △26 

 自己株式の処分           0 

 合併による変動           73 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △201 △2 682 478 △215 262 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △201 △2 682 478 △215 △3,996 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,771 0 874 2,646 32 41,695 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 42,028 8,594 △2,564 △2,829 45,229 

連結会計年度中の変動額           

 当期純利益     △3,935   △3,935 

 自己株式の取得       △26 △26 

 自己株式の処分   △0 △815 2,824 2,008 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △0 △4,750 2,797 △1,953 

平成19年３月31日残高(百万円) 42,028 8,594 △7,314 △32 43,275 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,188 ― △1,061 2,126 324 47,679 

連結会計年度中の変動額             

 当期純利益           △3,935 

 自己株式の取得           △26 

 自己株式の処分           2,008 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △1,214 3 1,253 42 △75 △33 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △1,214 3 1,253 42 △75 △1,987 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,973 3 192 2,168 248 45,692 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間純利益 
又は中間（当期）純損失 
（△） 

 3,083 △3,472 △6,812

減価償却費及び償却費  2,801 2,584 5,469

減損損失  ― ― 1,006

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 △0 3 △4

役員退職慰労及び従業員 
退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 108 △129 305

フェロシルト回収損失引当
金の増減額（減少：△） 

 △7,962 1,824 2,225

受取利息及び配当金  △133 △147 △291

支払利息  604 1,004 1,280

為替差損益（差益：△）  △93 26 △84

持分法による投資損益 
（利益：△） 

※2 220 26 △160

固定資産売却益  △4 △0 ―

固定資産処分損  37 56 161

投資有価証券売却・償還益  △191 △4 △2,197

投資有価証券等評価損  0 ― 47

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 9,262 1,220 1,843

棚卸資産の増減額 
（増加：△） 

 △981 496 △2,964

その他流動資産の増減額 
（増加：△） 

 △1,040 △15 763

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 2,087 △2,414 3,734

その他流動負債の増減額 
（減少：△） 

 874 △2,347 3,586

その他  2 △65 0

小計  8,677 △1,355 7,910

利息及び配当金の受取額  133 146 282

利息の支払額  △581 △1,024 △1,265

法人税等の支払額  △395 △799 △673

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 7,832 △3,033 6,253



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △100 △20 △100

定期預金の払戻による収入  20 100 20

有価証券及び投資有価証券 
の取得による支出 

 △19 △3 △21

有価証券及び投資有価証券 
の満期及び売却による収入 

 442 66 3,796

固定資産の取得による支出  △2,196 △1,044 △5,644

固定資産の売却による収入  17 252 112

貸付による支出  △229 △60 △450

貸付金の回収による収入  61 125 192

少数株主からの株式取得支
出 

 ― ― △250

その他  ― 7 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,005 △576 △2,343

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
（純額） 

 △308 1,210 111

長期借入による収入  ― ― 16,660

長期借入金の返済による 
支出 

 △2,039 △5,353 △4,125

自己株式の売却による収入  13 ― 2,005

単元未満自己株式の取得・
売却による純収支 

 △10 △25 △24

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,345 △4,167 14,626

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 93 97 308

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  3,575 △7,679 18,844

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 23,404 42,249 23,404

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※1 26,979 34,569 42,249

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

 子会社27社のうち、16社

を連結の範囲に含めており

ます。主要な連結子会社名

は、ISK SINGAPORE 

PTE.LTD.、石原バイオサイ

エンス㈱、ISK AMERICAS 

INCORPORATED及びその連結

子会社(ISK BIOSCIENCES 

CORP.、ISK MAGNETICS, 

INC.、ISHIHARA 

CORPORATION U.S.A. 他１

社)、ISK BIOSCIENCES 

EUROPE S.A.、台湾石原産

業(股)、富士チタン工業㈱

であります。 

なお、ISK AMERICAS 

INCORPORATEDの子会社であ

ったKODIAK INC.は当中間

連結会計期間中に解散いた

しました。 

 子会社27社のうち、15社

を連結の範囲に含めており

ます。主要な連結子会社名

は、ISK SINGAPORE 

PTE.LTD.、石原バイオサイ

エンス㈱、ISK AMERICAS 

INCORPORATED及びその連結

子会社(ISK BIOSCIENCES 

CORP.、ISK MAGNETICS, 

INC.、ISHIHARA 

CORPORATION U.S.A. 他１

社)、ISK BIOSCIENCES 

EUROPE S.A.、台湾石原産

業(股)、富士チタン工業㈱

であります。 

 なお、連結子会社であっ

た石原不動産㈱は平成19年

５月１日をもって当社と合

併いたしました。 

 子会社28社のうち、16社

を連結の範囲に含めており

ます。連結子会社は、「第

１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載しており

ます。 

なお、ISK AMERICAS 

INCORPORATEDの子会社であ

ったKODIAK INC.は当連結

会計年度中に解散いたしま

した。 

   非連結子会社11社は、い

ずれも小規模会社であり、

全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

 非連結子会社12社は、い

ずれも小規模会社であり、

全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

 非連結子会社12社は、い

ずれも小規模会社であり、

全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてお

りません。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 非連結子会社11社及び関

連会社５社のうち、関連会

社BELCHIM CROP 

PROTECTION S.A.に対する

投資について持分法を適用

しております。 

 非連結子会社12社及び関

連会社５社のうち、関連会

社BELCHIM CROP 

PROTECTION S.A.に対する

投資について持分法を適用

しております。 

 非連結子会社12社及び関

連会社５社のうち、関連会

社BELCHIM CROP 

PROTECTION S.A.に対する

投資について持分法を適用

しております。 

        

   非連結子会社ISK 

AUSTRALIA PTY. LTD. 他10

社及び関連会社４社に対す

る投資については、中間連

結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

を適用せず原価法により評

価しております。 

 非連結子会社ISK 

AUSTRALIA PTY. LTD. 他11

社及び関連会社４社に対す

る投資については、中間連

結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

を適用せず原価法により評

価しております。 

 非連結子会社ISK 

AUSTRALIA PTY. LTD. 他11

社及び関連会社４社に対す

る投資については、連結純

損益及び連結利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法を

適用せず原価法により評価

しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日（決算日）等

に関する事項 

 在外連結子会社の中間決

算日はすべて６月30日であ

ります。 

 連結に際しては当該中間

財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重

要な取引については必要な

調整を行っております。 

    同左  在外連結子会社の決算日

はすべて12月31日でありま

す。 

 連結に際しては当該財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については必要な調整を行

っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   ：償却原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   ：同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   ：同左 

     その他有価証券 

    時価のあるもの： 

     中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定して

おります。) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの： 

    同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの： 

     決算日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定しており

ます。) 

      時価のないもの： 

     移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの： 

    同左 

    時価のないもの： 

    同左 

   ② デリバティブ 

   時価法 

 ② デリバティブ 

    同左 

 ② デリバティブ 

    同左 

   ③ 棚卸資産 

   総平均法による原価

法 

なお、ISK 

SINGAPORE PTE. LTD.

は移動平均法に基づく

低価法、その他の在外

連結子会社は主として

総平均法に基づく低価

法 

 ③ 棚卸資産 

    同左 

 ③ 棚卸資産 

    同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   主として定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

    建物及び構築物： 

３～55年 

    機械装置及び運搬

具： 

２～20年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。 

 ② 無形固定資産 

    同左 

 ② 無形固定資産 

    同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

   なお、在外連結子会

社については計上して

おりません。 

 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

   なお、在外連結子会

社については計上して

おりません。  

   ③ 定期修繕引当金 

   特定設備に係る定期

修繕に要する支出に備

えるため、その支出見

込額に基づき、当中間

連結会計期間に負担す

べき費用を計上してお

ります。 

 ③ 定期修繕引当金 

    同左 

 ③ 定期修繕引当金 

   特定設備に係る定期

修繕に要する支出に備

えるため、その支出見

込額に基づき、当連結

会計年度に負担すべき

費用を計上しておりま

す。 

   ④ フェロシルト回収損
失引当金 

   フェロシルトの回収
措置における今後の回
収及び処分等に要する
支出に備えるため、将
来の支出見積額を計上
しております。見積額
については、その搬出
に要する現地工事費、
輸送費及び処分費用等
について、施工地域・
搬出処分先別に算出し
た額を計上しておりま
す。 

 ④ フェロシルト回収損
失引当金 

    同左 

 ④ フェロシルト回収損
失引当金 

    同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ⑤ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 

   なお、在外連結子会
社については確定給付
退職金制度がないため
計上しておりません。 

   会計基準変更時差異
(6,506百万円)は、15
年による按分額を費用
処理しております。 

   過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間による
定額法により費用処理
しております。 

   数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
による定額法により翌
連結会計年度から費用
処理しております。 

 ⑤ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 

   会計基準変更時差異
は、15年による按分額
を費用処理しておりま
す。 

   過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間による
定額法により費用処理
しております。 

   数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
による定額法により翌
連結会計年度から費用
処理しております。  

 ⑤ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上
しております。 

   なお、在外連結子会
社については確定給付
退職金制度がないため
計上しておりません。 

   会計基準変更時差異
(6,506百万円)は、15
年による按分額を費用
処理しております。 

   過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間による
定額法により費用処理
しております。 

   数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
による定額法により翌
連結会計年度から費用
処理しております。 

  

   ⑥ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、会

社内規に基づく中間期

末要支給額を計上して

おります。なお、在外

連結子会社については

計上しておりません。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

   当社は、平成19年６

月28日開催の第84回定

時株主総会において役

員退職慰労金制度を廃

止し、打ち切り支給す

ることを決議いたしま

した。これにより、当

中間連結会計期間にお

いて、「役員退職慰労

引当金」を全額取り崩

し、打ち切り支給額の

未払分については、流

動負債及び固定負債の

「その他」に含めて表

示しております。 

   国内子会社について

は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、

会社内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、会

社内規に基づく期末要

支給額を計上しており

ます。なお、在外連結

子会社については計上

しておりません。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

  外貨建金銭債権債務は
中間決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は損益と
して処理しておりま
す。なお、在外子会社
等の資産及び負債は、
中間決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は
純資産の部における為
替換算調整勘定及び少
数株主持分に含めてお
ります。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

   同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

  外貨建金銭債権債務は
決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、
換算差額は損益として
処理しております。な
お、在外子会社等の資
産及び負債は、決算日
の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部
における為替換算調整
勘定及び少数株主持分
に含めております。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、

在外連結子会社について

は、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   主として繰延ヘッジ

処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の

要件を満たしている為

替予約については振当

処理に、特例処理の要

件を満たしている金利

スワップについては特

例処理によっておりま

す。 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   当中間連結会計期間

にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりで

あります。 

  ａ ヘッジ手段： 

     為替予約 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   当中間連結会計期間

にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりで

あります。 

ａ ヘッジ手段： 

     同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   当連結会計年度にヘ

ッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりであり

ます。 

ａ ヘッジ手段： 

     同左 

  ヘッジ対象： 

外貨建金銭債権

債務及び外貨建

予定取引 

ヘッジ対象： 

     同左 

ヘッジ対象： 

     同左 

  ｂ ヘッジ手段： 

   金利スワップ 

ｂ ヘッジ手段： 

    同左 

ｂ ヘッジ手段： 

     同左 

      ヘッジ対象： 

     借入金利息 

ヘッジ対象： 

     同左 

ヘッジ対象： 

     同左 

   ③ ヘッジ方針 

   当社グループの内部

規定である「デリバテ

ィブ取引管理規定」に

基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスク

をヘッジしておりま

す。 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変

動の累計を比較する方

法によっております。

ただし、特例処理によ

っている金利スワップ

については有効性の評

価を省略しておりま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   同左 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用してお

ります。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

   同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

  消費税等の会計処理 

   同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来す

る短期投資を含めておりま

す。 

  

   同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資を含めております。 

  

  



      
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  
  
表示方法の変更 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、48,646百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、45,440百万円でありま

す。 

なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  

――― 

  

  

――― （企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 終改正 平成18年

12月22日）を適用しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において、流動負債の「その他」

に含めていた設備支払手形（当中間連結会計期間末291

百万円）は、負債及び純資産の合計額の100分１以下で

あるため、当中間連結会計期間から「支払手形及び買掛

金」に含めて表示しております。なお、前中間連結会計

期間末の設備支払手形は2,156百万円であります。 

  

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において、投資その他の資産の

「その他」に含めていた繰延税金資産（前中間連結会計

期間末5,639百万円）は、当中間連結会計期間において

資産の総額の100分の5を超えるため、区分掲記しており

ます。 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。 

  

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

127,618百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

131,751百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

129,028百万円 

  

      

※２ 担保に供している資産 

   短期借入金18,207百万円、長

期借入金8,707百万円、その他

固定負債35百万円については、

次の担保を供しております。 

   なお、上記のうち財団抵当に

供している有形固定資産の合計

額は28,849百万円であり、その

種類は全てに亘っております。 

上記のほか現金及び預金80百

万円が質権設定されておりま

す。 

また、ISK  SINGAPORE  PTE. 

LTD.は、一部の有形固定資産を

除く全資産担保契約を行ってお

り、当中間連結会計期間末の担

保資産合計額は7,973百万円で

あります。 

建物及び 

構築物 
16,071百万円

機械装置 

及び運搬具 
20,917 

土地 4,429 

その他の 

有形固定資産 
414 

※２ 担保に供している資産 

   短期借入金16,972百万円、長

期借入金7,447百万円について

は、次の担保を供しておりま

す。 

   なお、上記のうち財団抵当に

供している有形固定資産の合計

額は28,491百万円であり、その

種類は全てに亘っております。 

上記のほか現金及び預金80百

万円が質権設定されておりま

す。 

また、ISK  SINGAPORE  PTE. 

LTD.は、一部の有形固定資産を

除く全資産担保契約を行ってお

り、当中間連結会計期間末の担

保資産合計額は8,802百万円で

あります。 

建物及び 

構築物 
15,770百万円

機械装置 

及び運搬具 
20,977 

土地 4,799 

その他の 

有形固定資産 
411 

※２ 担保に供している資産 

   短期借入金18,564百万円、長

期借入金8,319百万円、その他

固定負債35百万円については、

次の担保を供しております。 

なお、上記のうち財団抵当に

供している有形固定資産の合計

額は27,770百万円であり、その

種類は全てに亘っております。 

上記のほか現金及び預金80百

万円が質権設定されておりま

す。 

また、ISK  SINGAPORE  PTE. 

LTD.は、一部の有形固定資産を

除く全資産担保契約を行ってお

り、当連結会計年度末の担保資

産合計額は9,119百万円であり

ます。 

建物及び 

構築物 
15,669百万円

機械装置 

及び運搬具 
20,636 

土地 4,441 

その他の 

有形固定資産 
421 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務保

証を行っております。 

石原鉱産㈱ 104百万円

石原酸素㈱ 100 

計 204百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関などからの借入債務等に対

し、保証を行っております。 

石原鉱産㈱ 91百万円

石原酸素㈱ 100 

計 191百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関などからの借入債務等に対

し、保証を行っております。 

石原鉱産㈱ 98百万円

石原酸素㈱ 100 

計 198百万円

      

 ４ 受取手形割引高 142百万円  ４ 受取手形割引高 118百万円  ４ 受取手形割引高 931百万円

   裏書手形 143百万円



  

  
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

５ 取引銀行５行との間にフェロ

シルト回収費用及びこれに関連

するその他の費用を資金使途と

するシンジケート方式による貸

出コミットメントライン契約を

締結しており、当該契約に基づ

く当中間連結会計期間末借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

  

貸出コミットメ

ントの総額 
25,000百万円

借入実行額 10,000 

未実行残高 15,000百万円

――― ――― 

  

      

※６ 中間連結会計期間末日の満

期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理し

ております。 

  なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日の残高に含まれて

おります。 

受取手形 781百万円

支払手形 367百万円

※６ 中間連結会計期間末日の満

期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理し

ております。 

  なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日の残高に含まれて

おります。 

受取手形 795百万円

支払手形 378百万円

※６ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

  なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

受取手形 387百万円

支払手形 370百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

輸送費 833百万円

拡販費 1,103 

給与賞与等 1,869 

賞与引当金 
繰入額 

172 

退職給付費用 142 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

54 

試験研究費 2,274 

支払委託料 546 

減価償却費 303 

貸倒引当金 
繰入額 

7 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

輸送費 928百万円

拡販費 1,111 

給与賞与等 1,910 

賞与引当金
繰入額 

151

退職給付費用 122 

役員退職慰労
引当金繰入額 

35

試験研究費 2,669 

支払委託料 596 

減価償却費 303 

貸倒引当金
繰入額 

7 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

輸送費 1,695百万円

拡販費 3,702 

給与賞与等 3,915 

賞与引当金
繰入額 

159 

退職給付費用 282 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

110 

試験研究費 4,798 

支払委託費 1,102 

減価償却費 434 

貸倒引当金
繰入額 

38 

   (注) 試験研究費には賞与引

当金繰入額91百万円、

退職給付費用66百万円

が含まれております。 

   (注) 試験研究費には賞与引

当金繰入額91百万円、

退職給付費用66百万円

が含まれております。 

   (注) 試験研究費には賞与引

当金繰入額91百万円、

退職給付費用131百万

円が含まれておりま

す。 

      

※２  貸倒引当金の戻入益でありま

す。 

※２ 同左        ――― 

  

※３ 建物、構築物及び機械装置の

除却損であります。 

※３ 建物、構築物及び機械装置の

除却によるものであります。 

※３ 同左 

      



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― ――― ※４ 当社及び連結子会社は、以下

の資産グループについて減損損

失を計上しております。 

減損損失の内訳は、建物及び

構築物 65百万円、機械装置及

び運搬具 424百万円、その他

0百万円及び撤去費用515百万円

であります。 

  

（経緯及びグルーピングの方法） 

当社及び連結子会社は、減損

損失の算定に当たり、事業及び

製造工程の関連性により資産の

グルーピングを行っております

が、賃貸不動産や将来の使用が

廃止された遊休資産など、独立

したキャッシュ・フローを生み

出すと認められるものは個別の

資産グループとしています。ま

た、本社、研究開発施設及び厚

生施設等、特定の事業との関連

が明確でない資産については、

共用資産としています。 

当社は、平成17年6月に完工

させた石炭ボイラーの稼動によ

りエネルギーコストの削減を実

現し、平成18年10月度にて同設

備の定期修繕を終えるなど安定

操業に至る一連の技術的諸元を

確立したことから、予備機とし

て稼動休止中の重油ボイラー設

備等の使用を廃止することを決

定しましたので、遊休資産とし

て認識し、正味売却価額により

回収可能価額を測定し減損損失

を特別損失に計上しておりま

す。 

  

場所 

  

四日市工場 

（三重県四日市市） 

用途 遊休資産 

種類 構築物及び機械装置等

減損損失 1,006百万円 

      

※５  中間連結会計期間に係る税金

費用について、連結子会社の一

部は、簡便法により計算してい

るため、当該子会社の法人税等

調整額は「法人税、住民税及び

事業税」に含めて表示しており

ます。 

※５  同左        ――― 

      



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  68千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取請求による減少  8千株 

 連結子会社保有株式売却      83千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

        石原不動産（株）との合併の際、同社株主に対し新株を発行したことによる増加  3,479千株 
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 石原不動産（株）との合併時に連結子会社に新株を交付したことによる増加 3,035千株 

 単元未満株式の買取りによる増加 118千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株主からの売渡請求による処分 3千株 

   

３ 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 384,360 ― ― 384,360 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 12,078 68 91 12,055 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 384,360 3,479 ― 387,839 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 139 3,153 3 3,289 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    157千株 

  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株主からの売渡請求による減少 13千株 

 当社保有株式売却         12,000千株 

 連結子会社保有株式売却        83千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 384,360 ― ― 384,360 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 12,078 157 12,096 139 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目との関係 

  

(平成18年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

27,080百万円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△100 

現金及び現金 
同等物 

26,979 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目との関係 

  

(平成19年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

34,589百万円

預入期間が
３か月を超える 
定期預金 

△20 

現金及び現金
同等物 

34,569 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目との関係 

  

(平成19年３月31日) 

現金及び
預金勘定 

42,349百万円

預入期間が
３か月を超える 
定期預金 

△100 

現金及び現金
同等物 

42,249 

      

※２ 持分法による投資損益は、配

当金受取額を控除して記載して

おります。 

  

※２ 持分法による投資損益は、配

当金受取額を控除して記載して

おります。 

※２ 持分法による投資損益は、配

当金受取額を控除して記載して

おります。 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

2,404 1,402 1,002

その他 1,208 718 490

合計 3,613 2,120 1,492

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

2,150 1,133 1,016

その他 965 477 487

合計 3,116 1,611 1,504

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

2,433 1,289 1,143 

その他 1,145 622 522 

合計 3,578 1,912 1,666 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年内 553百万円

１年超 939百万円

合計 1,492百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年内 511百万円

１年超 993百万円

合計 1,504百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年内 546百万円

１年超 1,119百万円

合計 1,666百万円

      

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 347百万円

減価償却費相当額 347百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 301百万円

減価償却費相当額 301百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 674百万円

減価償却費相当額 674百万円

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によって

おります。 

      

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 327百万円

１年超 870百万円

合計 1,198百万円

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 326百万円

１年超 594百万円

合計 921百万円

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 324百万円

１年超 748百万円

合計 1,073百万円

      

    

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
中間連結貸借対照表

計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 10 9 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 10 9 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 3,506 7,717 4,210

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 3,506 7,717 4,210

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 980



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
中間連結貸借対照表

計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 10 9 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 10 9 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,166 4,875 2,708

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 2,166 4,875 2,708

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 957



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 国債・地方債等 10 9 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 10 9 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,165 5,165 2,999

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 2,165 5,165 2,999

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 954



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日) 

（通貨関連） 

ヘッジ会計が適用されておりますので注記の対象から除外しております。 

  

（金利関連） 

（注）１ 時価の算定 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき時価を算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。なお、上記については、ヘッジ対象

となる借入金の返済等により有効性が認められなくなった部分であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日) 

（通貨関連） 

  

（金利関連） 

ヘッジ会計が適用されておりますので注記の対象から除外しております。 

  

（注）１ 時価の算定 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき時価を算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 取引の種類 

契約額等 

  

  
時価 評価損益 

契約額等の
うち１年超 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

市場取引外の

取引 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
750 ― △2 △0 

合計 750 ― △2 △0 

区分 取引の種類 

契約額等 

  

  
時価 評価損益 

契約額等の
うち１年超 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

通貨 為替予約取引 1,280 ― 1,299 △18 

合計 1,280 ― 1,299 △18 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

（通貨関連） 

ヘッジ会計が適用されておりますので注記の対象から除外しております。 

  

（金利関連） 

ヘッジ会計が適用されておりますので注記の対象から除外しております。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類、製造方法及び市場等の類似性を勘案して決定しており、各事業区分に属する主要な製品又は事

業内容は、次のとおりであります。 

(1) 無機化学事業…酸化チタン・機能材料、電子材料、磁性酸化鉄・その他化成品 

(2) 有機化学事業…農薬(除草剤、殺虫剤、殺菌剤等)、有機中間体、医薬 

(3) その他の事業…建設業、不動産業、運輸業及び商社業等 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,531百万円、当中間連

結会計期間1,565百万円、前連結会計年度3,162百万円であり、その主なものは、親会社本社の管理部門に係る費用であり

ます。 
  

  
無機化学事業 
(百万円) 

有機化学事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

28,062 22,816 2,991 53,871 ― 53,871

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

― ― 5,786 5,786 (5,786) ―

計 28,062 22,816 8,778 59,657 (5,786) 53,871

営業費用 25,986 19,329 8,258 53,574 (4,030) 49,544

営業利益 2,075 3,487 519 6,083 (1,756) 4,326

  
無機化学事業 
(百万円) 

有機化学事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

28,990 26,755 4,887 60,633 ― 60,633

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

― ― 3,514 3,514 (3,514) ―

計 28,990 26,755 8,401 64,148 (3,514) 60,633

営業費用 27,188 20,888 7,926 56,004 (2,032) 53,971

営業利益 1,801 5,867 475 8,144 (1,481) 6,662

  
無機化学事業 
(百万円) 

有機化学事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

57,641 43,196 5,323 106,161 ― 106,161

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

― ― 12,058 12,058 (12,058) ―

計 57,641 43,196 17,382 118,219 (12,058) 106,161

営業費用 53,542 32,529 16,014 102,086 (8,636) 93,449

営業利益 4,098 10,666 1,367 16,133 (3,421) 12,711



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度及び事業活動との相互関連性を勘案して決定しており、本邦以外の各区分に属する主要

な国又は地域は、次のとおりであります。 

(1) アジア：シンガポール、台湾 

(2) 米州 ：米国 

(3) 欧州 ：ベルギー、フランス、スペイン 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,531百万円、当中間連

結会計期間1,565百万円、前連結会計年度3,162百万円であり、その主なものは、親会社本社の管理部門に係る費用であり

ます。 

  
日本

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

米州
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

30,834 4,861 3,425 14,750 53,871 ― 53,871

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

11,543 2,479 9 66 14,098 (14,098) ―

計 42,377 7,340 3,435 14,817 67,970 (14,098) 53,871

営業費用 37,458 7,265 3,407 14,381 62,512 (12,967) 49,544

営業利益 4,919 75 27 435 5,458 (1,131) 4,326

  
日本

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

米州
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

34,864 5,293 2,254 18,220 60,633 ― 60,633

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

14,207 2,492 15 76 16,791 (16,791) ―

計 49,072 7,786 2,270 18,296 77,425 (16,791) 60,633

営業費用 42,251 7,625 2,246 17,639 69,761 (15,790) 53,971

営業利益 6,820 160 24 657 7,664 (1,001) 6,662

  
日本

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

米州
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

70,025 10,043 5,173 20,918 106,161 ― 106,161

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

27,850 5,126 27 96 33,101 (33,101) ―

計 97,876 15,170 5,201 21,015 139,262 (33,101) 106,161

営業費用 82,548 14,921 5,356 20,559 123,386 (29,936) 93,449

営業利益又は営業損失 (△) 15,327 248 △155 455 15,876 (3,165) 12,711



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度及び事業活動との相互関連性を勘案して決定しており、各区分に属する主要な国又は地

域は、次のとおりであります。 

(1) アジア：中国、台湾、韓国、タイ、インドネシア、シンガポール 

(2) 米州 ：米国、カナダ、ブラジル、アルゼンチン、メキシコ 

(3) 欧州 ：ドイツ、オランダ、フランス、英国、ベルギー、イタリア、東欧及び中東地域 

(4) その他：オーストラリア、ニュージーランド、アフリカ 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,807 5,662 16,081 220 33,772

Ⅱ 連結売上高(百万円)     53,871

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

21.9 10.5 29.9 0.4 62.7

  アジア 米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,852 6,079 18,997 296 38,225

Ⅱ 連結売上高(百万円)     60,633

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

21.2 10.0 31.3 0.5 63.0

  アジア 米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 26,026 9,634 23,552 571 59,784

Ⅱ 連結売上高(百万円)     106,161

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

24.5 9.1 22.2 0.5 56.3



(企業結合等関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日) 

    （共通支配下の取引等） 

当社は、平成19年３月７日開催の取締役会において連結子会社である石原不動産株式会社との合併を決議

し、同日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きにより、また、

石原不動産株式会社は、平成19年３月23日開催の臨時株主総会において合併契約の承認を受け、平成19年５月

１日に合併いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

石原不動産株式会社 

（２）事業内容 

 不動産業 

（３）企業結合の法的形式 

 石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

 石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

石原不動産株式会社の不動産業務と保有資産を当社へ集約することにより、重複業務にかかる間接経

費の削減とグループ保有資産の効率的な運用を図るため、平成19年５月１日付で合併いたしました。な

お、合併により石原不動産株式会社は解散しております。 

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 終改正 平成18年12月22日）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

（７）合併比率 

 石原不動産株式会社の株式１株に対し、当社の株式3.55株を割り当てる。 

（８）石原不動産株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年４月30日現在）  

  

 前連結会計年度(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 80 流動負債 1,916 

固定資産 3,754 固定負債 536 

    負債合計 2,452 

    純資産合計 1,382 

資産合計 3,835 負債・純資産合計 3,835 



(１株当たり情報) 

  

（注）算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 130.64円 １株当たり純資産額 108.34円 １株当たり純資産額 118.27円

１株当たり中間純利益 4.76円 １株当たり中間純損失 11.20円 １株当たり当期純損失 10.54円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 48,966百万円 41,695百万円 45,692百万円 

純資産の部の合計額から 

控除する金額 
324百万円 32百万円 248百万円 

（うち少数株主持分） （324百万円） （32百万円） （248百万円）

普通株式に係る純資産額 48,641百万円 41,662百万円 45,444百万円 

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数 
372,304千株 384,550千株 384,221千株 

２ １株当たり中間純利益及び中間（当期）純損失 

  前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間純利益及び中間 

（当期）純損失（△） 
1,775百万円 △4,308百万円 △3,935百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式に係る 

中間純利益及び中間 

（当期）純損失（△） 

1,775百万円 △4,308百万円 △3,935百万円 

普通株式の期中平均株式数 372,280千株 384,487千株 373,189千株 



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

当社は、平成19年６月８日開催の取締役会において連結子会社である石原物流サービス株式会社との合併を決議

し、平成19年８月10日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きによ

り、また、石原物流サービス株式会社は同法第784条第１項（略式合併）の定めにより、平成19年10月１日に合併

いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

石原物流サービス株式会社 

（２）事業内容 

運輸業 

（３）企業結合の法的形式 

石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

当社は四日市工場における原料受け入れから、製品の包装、出荷に至る全般的な物流業務を一元化の

上、責任体制を明確化し、より一層の物流業務の効率化を図るため石原物流サービス株式会社と合併し

ました。 

なお、合併により石原物流サービス株式会社は解散しております。 

当社は石原物流サービス株式会社の発行済株式の全株式を所有しているために、合併による新株式の発

行及び資本金の増加はありません。 

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 終改正 平成18年12月22日）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

（７）石原物流サービス株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年９月30日現在）  

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 674 流動負債 456 

固定資産 15 固定負債 12 

    負債合計 469 

    純資産合計 221 

資産合計 690 負債・純資産合計 690 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 当社は、平成19年３月７日開催の取締役会において連結子会社である石原不動産株式会社との合併を決議

し、同日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きにより、また、

石原不動産株式会社は、平成19年３月23日開催の臨時株主総会において合併契約の承認を受け、平成19年５月

１日に合併いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

    石原不動産株式会社 

（２）事業内容 

    不動産業 

（３）企業結合の法的形式 

    石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

    石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

    石原不動産株式会社の不動産業務と保有資産を当社へ集約することにより、重複業務にかかる間接経

費の削減とグループ保有資産の効率的な運用を図るため、平成19年５月１日付で合併いたしました。な

お、合併により石原不動産株式会社は解散しております。 

（６）実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 終改正 平成18年12月22日）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

（７）合併比率 

    石原不動産株式会社の株式１株に対し、当社の株式3.55株を割り当てる。 

（８）石原不動産株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 151 流動負債 1,986 

固定資産 3,752 固定負債 537 

    負債合計 2,524 

    純資産合計 1,379 

資産合計 3,904 負債・純資産合計 3,904 



２ 当社は、平成19年６月８日開催の取締役会において、平成19年10月１日を合併期日の予定とし、連結子会社

石原物流サービス株式会社と合併することを決議し、同日、合併に関する基本合意の覚書を締結しました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

    石原物流サービス株式会社 

（２）事業内容 

    運輸業 

（３）企業結合の法的形式 

    石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

    石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

    当社は四日市工場における原料受け入れから、製品の包装、出荷に至る全般的な物流業務を一元化の

上、責任体制を明確化し、より一層の物流業務の効率化を図るため石原物流サービス株式会社と合併す

ることとしました。 

    なお、合併により石原物流サービス株式会社は解散する予定であります。 

    当社は石原物流サービス株式会社の発行済株式の全株式を所有しているために、合併による新株式の

発行及び資本金の増加はありません。 

（６）石原物流サービス株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 740 流動負債 490 

固定資産 143 固定負債 65 

    負債合計 556 

    純資産合計 327 

資産合計 884 負債・純資産合計 884 



(2) 【その他】 

① 当社は、平成10年に米国ヒューストンに所在する元当社米国子会社の農薬事業を一定の環境免責合意の下に

スイス本社のシンジェンタ社に売却しました。 

平成13年にヒューストンにおいて発生した環境問題に関連する費用の一部当社負担について、同社より請求

を受け、株式購入契約に基づき同社と解決に向けた協議を進めておりましたが、この度同社と一定の費用分担

について基本合意に達しました。なお、当該費用についてはシンジェンタ社との環境免責に対応した米国の環

境保険を付保しており、保険填補の対象外の費用は既に計上済みであります。 

  

② 当社は、酸化チタンの国際競争力強化策の一環として、硫酸法酸化チタン製造工程から発生する使用済み硫

酸を再生利用した土壌埋戻材フェロシルトを開発し、販売を行ってきましたが、埋設地から基準値を上回る重

金属等が検出されました。その原因究明の過程において、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に違反したとし

て、愛知県、岐阜県、京都府、岐阜市から同法に基づく措置命令（埋設されたフェロシルトの全量撤去）を受

けました。当社は、フェロシルトの早期回収に全力で取り組み、平成19年11月末現在で埋設地区43箇所の内、

31箇所の回収を完了し、残る12箇所についても鋭意調査及び回収工事を進めております。 

また、平成18年11月、同法違反により元取締役らが起訴され、同時に当社も同法の両罰規定の適用を受け起

訴されましたが、平成19年６月津地方裁判所において、当社は罰金50百万円に処すとの判決を受けました。当

社はフェロシルト問題を早期に解決するため、本判決の控訴をしないことと致しました。 

一方、平成19年９月、当社四日市工場の有機中間体の合成過程で副生した有機物残渣を含む産業廃棄物が平

成16年に愛知県瀬戸市に不法投棄されていたこと、及びこの情報を入手しておりながら２年間放置していたこ

となどの事実が判明しました。当社は、取締役など７名を社内処分するとともに、不法投棄を主導した元取締

役とこれに関与した業者２名を刑事告発しました。 

また、平成19年10月には、この問題についての徹底した原因調査分析、確実な再発防止策、今後を見据えた

社内体制の再構築、厳正な処分を実施するため、社外の弁護士による第三者調査委員会を設置しました。 

有機物残渣を含む産業廃棄物の不法投棄問題に関し、当社は、平成19年11月に愛知県から廃棄物の処理及び

清掃に関する法律違反の容疑で刑事告発を受け、同時に当該地区（愛知県瀬戸市）からの当該産業廃棄物の全

量撤去を命じる措置命令を受けております。 

  

③ 当社は、平成19年１月31日、日本アエロジル株式会社から当社と締結していた契約が解約されたことにより

損害を被ったとして、564百万円の損害賠償請求訴訟の提訴を受けました。同訴訟は津地方裁判所四日市支部に

おいて審理中ですが、当社はこの請求の根拠がないと判断し、裁判において当社の正当性を主張し、適宜・適

切に対応してまいります。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※2 22,548 29,727 36,859 

２ 受取手形 ※6 607 551 741 

３ 売掛金   19,679 23,255 30,161 

４ 棚卸資産   17,951 18,917 16,025 

５ 短期貸付金   1,023 922 998 

６ 繰延税金資産   9,872 7,777 7,839 

７ その他   3,393 2,072 2,049 

８ 貸倒引当金   △357 △356 △481 

流動資産合計   74,719 51.0 82,867 51.7 94,193 55.0

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産 ※1,2     

１ 建物   13,813 13,333 13,446 

２ 機械及び装置   18,034 17,628 17,371 

３ 建設仮勘定   1,351 696 2,755 

４ その他   4,027 7,094 4,056 

有形固定資産 
合計 

  37,226 38,753 37,629 

(2) 無形固定資産   143 117 128 

(3) 投資その他の 
  資産 

      

１ 投資有価証券   31,810 29,804 29,512 

２ 長期貸付金   1,577 397 1,645 

３ 繰延税金資産   3,053 10,671 10,515 

４ その他   943 921 907 

５ 貸倒引当金   △82 △62 △83 

６ 投資損失 
引当金 

  △2,979 △3,073 △3,073 

投資その他の 
資産合計 

  34,322 38,659 39,423 

固定資産合計   71,692 49.0 77,530 48.3 77,181 45.0

資産合計   146,411 100.0 160,397 100.0 171,375 100.0

        



  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 ※6 2,525 3,064 4,286 

２ 買掛金   8,876 8,105 10,777 

３ 短期借入金 ※2 29,220 34,440 34,363 

４ 賞与引当金   378 380 378 

５ 定期修繕引当金   181 135 61 

６ フェロシルト回収 
損失引当金 

  21,668 16,770 16,591 

７ その他   8,460 7,714 8,969 

流動負債合計   71,312 48.7 70,612 44.0 75,426 44.0

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金 ※2 22,557 28,182 32,624 

２ 退職給付引当金   5,500 5,705 5,655 

３ 役員退職慰労 
  引当金 

  244 ― 282 

４ フェロシルト回収 
  損失引当金 

  ― 16,911 15,266 

５ その他 ※2 1,097 1,396 1,292 

固定負債合計   29,399 20.1 52,195 32.6 55,121 32.2

負債合計   100,711 68.8 122,807 76.6 130,548 76.2

        



  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金   42,028 28.7 42,028 26.2 42,028 24.5

２ 資本剰余金       

(1) 資本準備金   7,763 7,763 7,763 

(2) その他資本 
  剰余金 

  0 637 ― 

資本剰余金合計   7,763 5.3 8,400 5.2 7,763 4.5

３ 利益剰余金       

(1) 利益準備金   269 269 269 

(2) その他利益 
  剰余金 

      

特別償却準備金   557 467 510 

繰越利益剰余金   △4,487 △15,229 △11,554 

利益剰余金合計   △3,659 △2.5 △14,492 △9.0 △10,774 △6.3

４ 自己株式   △2,819 △1.9 △57 △0.0 △32 △0.0

株主資本合計   43,312 29.6 35,879 22.4 38,985 22.7

Ⅱ 評価・換算差額等       

  その他有価証券 
  評価差額金 

  2,386 1,710 1,841 

評価・換算差額等 
合計 

  2,386 1.6 1,710 1.0 1,841 1.1

純資産合計   45,699 31.2 37,589 23.4 40,827 23.8

負債・純資産合計   146,411 100.0 160,397 100.0 171,375 100.0

        



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   34,657 100.0 39,507 100.0 82,334 100.0

Ⅱ 売上原価   24,707 71.3 27,091 68.6 56,127 68.2

売上総利益   9,949 28.7 12,415 31.4 26,207 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費   7,073 20.4 7,542 19.1 15,409 18.7

営業利益   2,876 8.3 4,872 12.3 10,797 13.1

Ⅳ 営業外収益 ※1 353 1.0 950 2.4 802 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※2 1,118 3.2 1,352 3.4 2,209 2.7

経常利益   2,111 6.1 4,470 11.3 9,390 11.4

Ⅵ 特別利益 ※3 305 0.8 756 1.9 2,220 2.7

Ⅶ 特別損失 ※4,6 253 0.7 8,992 22.7 20,493 24.9

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
（当期）純損失（△） 

  2,163 6.2 △3,766 △9.5 △8,882 △10.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  9 0.0 9 0.0 18 0.0

法人税等調整額   964 2.8 △58 △0.1 △3,784 △4.6

中間純利益又は 
中間（当期） 
純損失（△） 

  1,189 3.4 △3,717 △9.4 △5,116 △6.2

      



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 42,028 7,763 0 7,764 

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の積立         

 特別償却準備金の取崩         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     △0 △0 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額）         

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― △0 △0 

平成18年９月30日残高(百万円) 42,028 7,763 0 7,763 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 269 ― △5,119 △4,849 △2,809 42,134 

中間会計期間中の変動額             

 特別償却準備金の積立   600 △600 ―   ― 

 特別償却準備金の取崩   △42 42 ―   ― 

 中間純利益     1,189 1,189   1,189 

 自己株式の取得         △12 △12 

 自己株式の処分         2 1 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額）             

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― 557 631 1,189 △10 1,178 

平成18年９月30日残高(百万円) 269 557 △4,487 △3,659 △2,819 43,312 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,017 3,017 45,151 

中間会計期間中の変動額       

 特別償却準備金の積立     ― 

 特別償却準備金の取崩     ― 

 中間純利益     1,189 

 自己株式の取得     △12 

 自己株式の処分     1 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） △630 △630 △630 

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △630 △630 548 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,386 2,386 45,699 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 42,028 7,763 ― 7,763 

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の取崩         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分         

 合併による変動     637 637 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額）         

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― 637 637 

平成19年９月30日残高(百万円) 42,028 7,763 637 8,400 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 269 510 △11,554 △10,774 △32 38,985 

中間会計期間中の変動額             

 特別償却準備金の取崩   △42 42 ―   ― 

 中間純利益     △3,717 △3,717   △3,717 

 自己株式の取得         △26 △26 

 自己株式の処分     △0 △0 0 0 

 合併による変動           637 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額）             

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― △42 △3,675 △3,717 △25 △3,105 

平成19年９月30日残高(百万円) 269 467 △15,229 △14,492 △57 35,879 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,841 1,841 40,827 

中間会計期間中の変動額       

 特別償却準備金の取崩     ― 

 中間純利益     △3,717 

 自己株式の取得     △26 

 自己株式の処分     0 

 合併による変動     637 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） △131 △131 △131 

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △131 △131 △3,237 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,710 1,710 37,589 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 42,028 7,763 0 7,764 

事業年度中の変動額         

 特別償却準備金の積立         

 特別償却準備金の取崩         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     △0 △0 

 株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）         

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △0 △0 

平成19年３月31日残高(百万円) 42,028 7,763 ― 7,763 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 269 ― △5,119 △4,849 △2,809 42,134 

事業年度中の変動額             

 特別償却準備金の積立   600 △600 ―   ― 

 特別償却準備金の取崩   △90 90 ―   ― 

 当期純利益     △5,116 △5,116   △5,116 

 自己株式の取得         △26 △26 

 自己株式の処分     △808 △808 2,803 1,994 

 株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）             

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 510 △6,434 △5,924 2,776 △3,148 

平成19年３月31日残高(百万円) 269 510 △11,554 △10,774 △32 38,985 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,017 3,017 45,151 

事業年度中の変動額       

 特別償却準備金の積立     ― 

 特別償却準備金の取崩     ― 

 当期純利益     △5,116 

 自己株式の取得     △26 

 自己株式の処分     1,994 

 株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） △1,175 △1,175 △1,175 

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,175 △1,175 △4,324 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,841 1,841 40,827 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

…償却原価法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

…同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

…同左 

    子会社株式及び関連会

社株式 

   …移動平均法による

原価法 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

     時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

   …同左 

   時価のないもの 

   …同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

   同左 

(2) デリバティブ 

   同左 

  (3) 棚卸資産 

  総平均法による原価法 

(3) 棚卸資産 

   同左 

(3) 棚卸資産 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

   建物   ３～50年 

   機械装置 ４～17年 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(1) 有形固定資産 

   同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等については個別に回収
可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しており
ます。 

(1) 貸倒引当金
   同左 

(1) 貸倒引当金 
   同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給す
る賞与に充てるため、支
給見込額に基づき計上し
ております。 

(2) 賞与引当金
   同左 

(2) 賞与引当金 
   同左 

  (3) 定期修繕引当金 
  特定設備に係る定期修
繕に要する支出に備える
ため、その支出見込額に
基づき、当中間会計期間
に負担すべき費用を計上
しております。 

(3) 定期修繕引当金
   同左 

(3) 定期修繕引当金 
  特定設備に係る定期修
繕に要する支出に備える
ため、その支出見込額に
基づき、当期に負担すべ
き費用を計上しておりま
す。 

  (4) フェロシルト回収損失
引当金 
フェロシルトの回収措

置における今後の回収及
び処分等に要する支出に
備えるため、将来の支出
見積額を計上しておりま
す。見積額については、
その搬出に要する現地工
事費、輸送費及び処分費
用等について、施工地
域・搬出処分先別に算出
した額を計上しておりま
す。 

(4) フェロシルト回収損失
引当金 
 同左 

  

(4) フェロシルト回収損失
引当金 

   同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (5) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。 
会計基準変更時差異

(6,399百万円)は、15年
による按分額を費用処理
しております。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間による定額法
により費用処理しており
ます。 

  数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の平
均残存勤務期間による定
額法により、翌事業年度
から費用処理しておりま
す。 

(5) 退職給付引当金
   同左 

(5) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当期末におけ
る退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計
上しております。 
会計基準変更時差異

(6,399百万円)は、15年
による按分額を費用処理
しております。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間による定額法
により費用処理しており
ます。 

  数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の平
均残存勤務期間による定
額法により、翌期から費
用処理しております。 

  (6) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、会社内
規に基づく当中間期末要
支給額を計上しておりま
す。 

(6) 役員退職慰労引当金
  当社は平成19年６月28

日開催の第84回定時株
主総会において、役員
退職慰労金制度を廃止
し、打ち切り支給する
ことを決議いたしまし
た。これにより、当中
間期において「役員退
職慰労引当金」を全額
取り崩し、打ち切り支
給額の未払分について
は、流動負債及び固定
負債の「その他」に表
示しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、会社内
規に基づく期末要支給額
を計上しております。 

  
  
  

(7) 投資損失引当金 
  子会社等への投資にか
かる損失に備えるため、
当該会社の財政状態及び
回収可能性を勘案して必
要額を計上しておりま
す。 

(7) 投資損失引当金
   同左 
  

(7) 投資損失引当金 
   同左 

４ 外貨建の資産及び
負債の本邦通貨への
換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決
算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。 

５ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 １ ヘッジ会計の方法 

  主として繰延ヘッジ処

理を採用しております。

なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特

例処理の要件を満たして

いる金利スワップについ

ては特例処理によってお

ります。 

１ ヘッジ会計の方法 

   同左 

１ ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ａ ヘッジ手段： 

     為替予約 

    ヘッジ対象： 

     外貨建金銭債権

債務及び外貨建

予定取引 

  ｂ ヘッジ手段： 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象： 

     借入金利息 

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ａ ヘッジ手段： 

     同左 

    ヘッジ対象： 

     同左 

  

  

  ｂ ヘッジ手段： 

     同左 

    ヘッジ対象： 

     同左 

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ａ ヘッジ手段： 

     同左 

    ヘッジ対象： 

     同左 

  

  

  ｂ ヘッジ手段： 

     同左 

    ヘッジ対象： 

     同左 

  ３ ヘッジ方針 

  当社の内部規定である

「デリバティブ取引管理

規定」に基づき、為替変

動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

３ ヘッジ方針 

   同左 

３ ヘッジ方針 

   同左 

  ４ ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を

比較する方法によってお

ります。ただし、特例処

理によっている金利スワ

ップについては有効性の

評価を省略しておりま

す。 

４ ヘッジ有効性評価の方

法 

   同左 

  

４ ヘッジ有効性評価の方

法 

   同左 

７ その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

(消費税等の会計処理) 

 税抜方式によっておりま

す。 

(消費税等の会計処理) 

   同左 

(消費税等の会計処理) 

   同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

表示方法の変更 
  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は純資産合計と同額であり

ます。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は純資産合計と同額であり

ます。 

なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

  

  

  

  

  （企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 終改正 平成18年12

月22日）を適用しております。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間において、流動負債の「その他」に含め

ていた設備支払手形（当中間会計期間末 208百万円）

は、負債及び純資産の合計額の100分１以下であるた

め、当中間会計期間から「支払手形」に含めて表示して

おります。なお、前中間会計期間末の設備支払手形は

2,089百万円であります。 

  

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

95,915百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

99,061百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

97,250百万円 

※２ 担保に供している資産 

有形固定 

資産 
33,527百万円 

(うち工場 

財団抵当) 
(25,499百万円)

※２ 担保に供している資産 

有形固定 

資産 
35,979百万円 

(うち工場 

財団抵当) 
(25,441百万円)

※２ 担保に供している資産 

有形固定 

資産 
32,579百万円 

(うち工場 

財団抵当) 
(24,748百万円)

   上記に対応する債務 

上記のほか現金及び預金80

百万円が質権設定されており

ます。 

短期借入金 14,910百万円 

長期借入金 7,668百万円 
その他固定 
負債 

35百万円 

   上記に対応する債務 

上記のほか現金及び預金80

百万円が質権設定されており

ます。 

短期借入金 15,064百万円 

長期借入金 7,117百万円 
  
  

  

   上記に対応する債務 

 上記のほか現金及び預金80

百万円が質権設定されており

ます。 

短期借入金 14,993百万円 

長期借入金 7,900百万円 
その他固定
負債 

35百万円 

      

 ３ 偶発債務 

   関係会社の金融機関等からの

借入債務等に対し、以下の債

務保証を行っております。 

石原テクノ 
株式会社 

312百万円 

石原不動産 
株式会社 

806百万円 

石原酸素 
株式会社 

100百万円 

石原鉱産 
株式会社 

104百万円 

ISK  
SINGAPORE  
PTE. LTD. 

883百万円 

計 2,206百万円 

 ３ 偶発債務 

   関係会社の金融機関等からの

借入債務等に対し、以下の債

務保証を行っております。 

石原テクノ
株式会社 

303百万円 

石原酸素
株式会社 

100百万円 

石原鉱産
株式会社 

91百万円 

ISK  
SINGAPORE  
PTE. LTD. 

703百万円 

計 1,198百万円 

 ３ 偶発債務 

   関係会社の金融機関等からの

借入債務等に対し、以下の債

務保証を行っております。 

石原テクノ
株式会社 

308百万円 

石原不動産
株式会社 

718百万円 

石原酸素
株式会社 

100百万円 

石原鉱産
株式会社 

98百万円 

ISK 
SINGAPORE  
PTE. LTD. 

463百万円 

計 1,688百万円 

      

 ４ 受取手形割引高 48百万円  ４ 受取手形割引高 63百万円  ４ 受取手形割引高 282百万円 

      

５ 取引銀行５行との間にフェロ

シルト回収費用及びこれに関連

するその他の費用を資金使途と

するシンジケート方式による貸

出コミットメントライン契約を

締結しており、当該契約に基づ

く当中間会計期間末借入未実行

残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメ

ントの総額 
25,000百万円

借入実行額 10,000 

未実行残高 15,000百万円

   

――― 

  

――― 

  



  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※６ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期

間末日残高に含まれておりま

す。 

   受取手形    150百万円 

   支払手形    234百万円 

  

※６ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期

間末日残高に含まれておりま

す。 

   受取手形    125百万円 

   支払手形    251百万円 

※６ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

   なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日

満期手形が、期末残高に含まれ

ております。 

   受取手形    148百万円 

   支払手形    206百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 36百万円

受取配当金 131百万円

為替差益 104百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 71百万円

受取配当金 638百万円

為替差益 115百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 94百万円

受取配当金 239百万円

為替差益 331百万円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 530百万円

棚卸資産整理損 124百万円

退職給付費用 213百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 921百万円

棚卸資産整理損 5百万円

退職給付費用 213百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,121百万円

棚卸資産整理損 196百万円

退職給付費用 426百万円

      

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 91百万円

投資有価証券売却
益 

191百万円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 143百万円

抱合せ株式消滅差
益 

610百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売
却益 

2,197百万円

      

※４ 特別損失の主要項目 

機械装置等 
処分損 

47百万円

投資損失引当
金繰入額 

200百万円

※４ 特別損失の主要項目 

機械装置等
処分損 

203百万円

フェロシルト
回収損失引当
金繰入額 

8,739百万円

  

※４ 特別損失の主要項目 

建物、機械装
置等処分損 

235百万円

減損損失 1,006百万円

フェロシルト
回収損失引当
金繰入額 

18,907百万円

投資損失引当
金繰入額 

294百万円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,829百万円

無形固定資産 17百万円

   

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,712百万円

無形固定資産 16百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,554百万円

無形固定資産 34百万円

      



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― ――― ※６ 当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上してお

ります。 

減損損失の内訳は、建物及び

構築物 65百万円、機械装置及

び運搬具 424百万円、その他

0百万円及び撤去費用515百万円

であります。 

  

（経緯及びグルーピングの方法） 

当社は、減損損失の算定に当

たり、事業及び製造工程の関連

性により資産のグルーピングを

行っておりますが、賃貸不動産

や将来の使用が廃止された遊休

資産など、独立したキャッシ

ュ・フローを生み出すと認めら

れるものは個別の資産グループ

としています。また、本社、研

究開発施設及び厚生施設等、特

定の事業との関連が明確でない

資産については、共用資産とし

ています。 

当社は、平成17年6月に完工

させた石炭ボイラーの稼動によ

りエネルギーコストの削減を実

現し、平成18年10月度にて同設

備の定期修繕を終えるなど安定

操業に至る一連の技術的諸元を

確立したことから、予備機とし

て稼動休止中の重油ボイラー設

備等の使用を廃止することを決

定しましたので、遊休資産とし

て認識し、正味売却価額により

回収可能価額を測定し減損損失

を特別損失に計上しておりま

す。 

場所 

  

四日市工場 

（三重県四日市市） 

用途 遊休資産 

種類 構築物及び機械装置等

減損損失 1,006百万円 

      



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   68千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取請求による減少   8千株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   118千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株主からの売渡請求による処分   3千株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    157千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株主からの売渡請求による処分 13千株 

   当社保有株式売却         12,000千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 11,995 68 8 12,055 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 139 118 3 253 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 11,995 157 12,013 139 



(リース取引関係) 

  

  
  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 

装置 
2,058 1,211 847

その他 1,074 643 430

合計 3,133 1,855 1,278

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 

装置 
1,877 1,018 859

その他 776 390 385

合計 2,653 1,408 1,245

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び

装置 
2,148 1,180 968 

その他 988 536 451 

合計 3,137 1,717 1,420 

      

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 489百万円

１年超 788百万円

合計 1,278百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 436百万円

１年超 808百万円

合計 1,245百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 477百万円

１年超 942百万円

合計 1,420百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高相当額が、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高相当額が、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期

末残高相当額が、有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

      

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 307百万円

減価償却費 
相当額 

307百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 260百万円

減価償却費
相当額 

260百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 596百万円

減価償却費
相当額 

596百万円

      

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とした定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とした定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とした定額法によ

っております。 

      

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 257百万円

１年超 641百万円

合計 898百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 257百万円

１年超 384百万円

合計 641百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 257百万円

１年超 512百万円

合計 769百万円

    （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

(企業結合等関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

   （共通支配下の取引等） 

当社は、平成19年３月７日開催の取締役会において連結子会社である石原不動産株式会社との合併を決議

し、同日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きにより、また、

石原不動産株式会社は、平成19年３月23日開催の臨時株主総会において合併契約の承認を受け、平成19年５月

１日に合併いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

石原不動産株式会社 

（２）事業内容 

 不動産業 

（３）企業結合の法的形式 

 石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

 石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

石原不動産株式会社の不動産業務と保有資産を当社へ集約することにより、重複業務にかかる間接経

費の削減とグループ保有資産の効率的な運用を図るため、平成19年５月１日付で合併いたしました。な

お、合併により石原不動産株式会社は解散しております。 

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正 平成18年12月22日）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

（７）合併比率 

 石原不動産株式会社の株式１株に対し、当社の株式3.55株を割り当てる。 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



（８）石原不動産株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年４月30日現在）  

  

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 80 流動負債 1,916 

固定資産 3,754 固定負債 536 

    負債合計 2,452 

    純資産合計 1,382 

資産合計 3,835 負債・純資産合計 3,835 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

当社は、平成19年６月８日開催の取締役会において連結子会社である石原物流サービス株式会社との合併を決議

し、平成19年８月10日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きによ

り、また、石原物流サービス株式会社は同法第784条第１項（略式合併）の定めにより、平成19年10月１日に合併

いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

石原物流サービス株式会社 

（２）事業内容 

運輸業 

（３）企業結合の法的形式 

石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

当社は四日市工場における原料受け入れから、製品の包装、出荷に至る全般的な物流業務を一元化の

上、責任体制を明確化し、より一層の物流業務の効率化を図るため石原物流サービス株式会社と合併し

ました。 

なお、合併により石原物流サービス株式会社は解散しております。 

当社は石原物流サービス株式会社の発行済株式の全株式を所有しているために、合併による新株式の発

行及び資本金の増加はありません。 

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正 平成18年12月22日）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

（７）石原物流サービス株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年９月30日現在）  

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 674 流動負債 456 

固定資産 15 固定負債 12 

    負債合計 469 

    純資産合計 221 

資産合計 690 負債・純資産合計 690 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 当社は、平成19年３月７日開催の取締役会において連結子会社である石原不動産株式会社との合併を決議

し、同日合併契約を締結いたしました。当社は会社法第796条第３項に基づく簡易合併の手続きにより、ま

た、石原不動産株式会社は、平成19年３月23日開催の臨時株主総会において合併契約の承認を受け、平成19

年５月１日に合併いたしました。 

  

（１）結合当事企業の名称 

    石原不動産株式会社 

（２）事業内容 

    不動産業 

（３）企業結合の法的形式 

    石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

    石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

    石原不動産株式会社の不動産業務と保有資産を当社へ集約することにより、重複業務にかかる間接経

費の削減とグループ保有資産の効率的な運用を図るため、平成19年５月１日付で合併いたしました。な

お、合併により石原不動産株式会社は解散しております。 

（６）実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正 平成18年12月22日）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

（７）合併比率 

    石原不動産株式会社の株式１株に対し、当社の株式3.55株を割り当てる。 

（８）石原不動産株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

  

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 151 流動負債 1,986 

固定資産 3,752 固定負債 537 

    負債合計 2,524 

    純資産合計 1,379 

資産合計 3,904 負債・純資産合計 3,904 



２ 当社は、平成19年６月８日開催の取締役会において、平成19年10月１日を合併期日の予定とし、連結子会

社石原物流サービス株式会社と合併することを決議し、同日、合併に関する基本合意の覚書を締結しまし

た。 

  

（１）結合当事企業の名称 

    石原物流サービス株式会社 

（２）事業内容 

    運輸業 

（３）企業結合の法的形式 

    石原産業株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

    石原産業株式会社 

（５）取引の概要 

    当社は四日市工場における原料受け入れから、製品の包装、出荷に至る全般的な物流業務を一元化の

上、責任体制を明確化し、より一層の物流業務の効率化を図るため石原物流サービス株式会社と合併す

ることとしました。 

    なお、合併により石原物流サービス株式会社は解散する予定であります。 

    当社は石原物流サービス株式会社の発行済株式の全株式を所有しているために、合併による新株式の

発行及び資本金の増加はありません。 

（６）石原物流サービス株式会社の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

  

前へ     

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

流動資産 740 流動負債 490 

固定資産 143 固定負債 65 

    負債合計 556 

    純資産合計 327 

資産合計 884 負債・純資産合計 884 



(2) 【その他】 

① 当社は、平成10年に米国ヒューストンに所在する元当社米国子会社の農薬事業を一定の環境免責合意の下に

スイス本社のシンジェンタ社に売却しました。 

平成13年にヒューストンにおいて発生した環境問題に関連する費用の一部当社負担について、同社より請求

を受け、株式購入契約に基づき同社と解決に向けた協議を進めておりましたが、この度同社と一定の費用分担

について基本合意に達しました。なお、当該費用についてはシンジェンタ社との環境免責に対応した米国の環

境保険を付保しており、保険填補の対象外の費用は既に計上済みであります。 

  

② 当社は、酸化チタンの国際競争力強化策の一環として、硫酸法酸化チタン製造工程から発生する使用済み硫

酸を再生利用した土壌埋戻材フェロシルトを開発し、販売を行ってきましたが、埋設地から基準値を上回る重

金属等が検出されました。その原因究明の過程において、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に違反したとし

て、愛知県、岐阜県、京都府、岐阜市から同法に基づく措置命令（埋設されたフェロシルトの全量撤去）を受

けました。当社は、フェロシルトの早期回収に全力で取り組み、平成19年11月末現在で埋設地区43箇所の内、

31箇所の回収を完了し、残る12箇所についても鋭意調査及び回収工事を進めております。 

また、平成18年11月、同法違反により元取締役らが起訴され、同時に当社も同法の両罰規定の適用を受け起

訴されましたが、平成19年６月津地方裁判所において、当社は罰金50百万円に処すとの判決を受けました。当

社はフェロシルト問題を早期に解決するため、本判決の控訴をしないことと致しました。 

一方、平成19年９月、当社四日市工場の有機中間体の合成過程で副生した有機物残渣を含む産業廃棄物が平

成16年に愛知県瀬戸市に不法投棄されていたこと、及びこの情報を入手しておりながら２年間放置していたこ

となどの事実が判明しました。当社は、取締役など７名を社内処分するとともに、不法投棄を主導した元取締

役とこれに関与した業者２名を刑事告発しました。 

また、平成19年10月には、この問題についての徹底した原因調査分析、確実な再発防止策、今後を見据えた

社内体制の再構築、厳正な処分を実施するため、社外の弁護士による第三者調査委員会を設置しました。 

有機物残渣を含む産業廃棄物の不法投棄問題に関し、当社は、平成19年11月に愛知県から廃棄物の処理及び

清掃に関する法律違反の容疑で刑事告発を受け、同時に当該地区（愛知県瀬戸市）からの当該産業廃棄物の全

量撤去を命じる措置命令を受けております。 

  

③ 当社は、平成19年１月31日、日本アエロジル株式会社から当社と締結していた契約が解約されたことにより

損害を被ったとして、564百万円の損害賠償請求訴訟の提訴を受けました。同訴訟は津地方裁判所四日市支部に

おいて審理中ですが、当社はこの請求の根拠がないと判断し、裁判において当社の正当性を主張し、適宜・適

切に対応してまいります。 

  

  

  

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
  

  

  

(１) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第84期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出 

(２) 
有価証券報告書 

の訂正報告書 

訂正報告書（上記(１)有価証券報告書
の訂正報告書） 

  
平成19年７月10日 

関東財務局長に提出 

(３) 
有価証券報告書 

の訂正報告書 

訂正報告書（上記(１)有価証券報告書
の訂正報告書） 

  
平成19年９月21日 

関東財務局長に提出 

(４) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号による。 

  
平成19年10月１日 

関東財務局長に提出 

(５) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号及び19号による。 

  
平成19年11月13日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月12日

石原産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石原産

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、石原産業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士   清  水  万 里 夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松  村    豊    ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  藤  田  立  雄  ㊞ 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月11日

石原産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石原産業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、石原産業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士   清  水  万 里 夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松  村    豊    ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  藤  田  立  雄  ㊞ 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月12日

石原産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石原産

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、石原産業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士   清  水  万 里 夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松  村    豊    ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  藤  田  立  雄  ㊞ 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月11日

石原産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石原産業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第85期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、石原産業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士   清  水  万 里 夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松  村    豊    ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  藤  田  立  雄  ㊞ 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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